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第５章 製造間接費の総括配賦

１． 製造間接費の配賦方法

第４章では、製造間接費を各製造指図書に実際配賦していました。直接材料費や直接工賃金の

計算で予定価格や予定賃率を用いるのと同様に、製造間接費の計算においても、予定配賦率を利

用する場合があります。第５章では、製造間接費の総括配賦を前提に、予定配賦率を用いた計算

について学習します。

部門別に配賦計算を行うか否か 実際発生額自体を配賦するか否か

５章

５章

６章

総 括 配 賦 工場全体の製造間接費をまとめて、１つの配賦基準で配賦する方法

部門別配賦 部門別の製造間接費を、部門別の配賦基準で配賦する方法（第６章）

〔総括配賦を前提とした配賦計算〕

実際配賦 ・・・ 実際に発生した製造間接費を配賦する方法

工場全体の製造間接費

実際発生額 実際配賦額 No. 401
一つの

実 際 配 賦
配賦基準

No. 402

・
・
・

実際配賦率 × 各製造指図書の実際作業時間

予定配賦 ・・・ あらかじめ設定しておいた予定配賦率を用いて配賦する方法

工場全体の製造間接費
No. 401

実際発生額 予定配賦額 一つの

予 定 配 賦 配賦基準
No. 402

・
・
・

予定配賦率 × 各製造指図書の実際作業時間

本章では、「予定配賦」を中心に

学習するの。
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第５章 製造間接費の総括配賦 Ｐ０２

２． 実際配賦の計算例

第４章では、製造間接費実際発生額を各製造指図書の直接作業時間を基準に配賦しました。

製造指図書 製品Ａ 80個 No.401

製造間接費
直接材料費 @400 × 500 kg

実際発生額 実際配賦額
直接労務費 @600 × 400 DLH

@750 実際配賦
製造間接費 @750 × 400 DLH

675,000円 ×

900DLH 60 MH

： 製造指図書 製品Ｂ 50個 No.402

直接材料費 @400 × 750 kg

直接労務費 @600 × 300 DLH

製造間接費 @750 × 300 DLH

40 MH

： 製造指図書 製品Ｃ 120個 No.403

直接材料費 @400 × 750 kg

直接労務費 @600 × 200 DLH

製造間接費 @750 × 200 DLH

50 MH

〔直接作業時間基準によるNo.401への実際配賦額〕

675,000円
× 400DLH ＝ 300,000円

400DLH ＋ 300DLH ＋ 200DLH

月間の製造間接費実際発生額
実際配賦率 @750 ＝

月間の配賦基準実際発生数量

実際配賦額 ＝ 実際配賦率 @750 × 各製造指図書の配賦基準実際発生数量

直接作業時間基準の他にも、生産量基準、直接労務費基準、機械作業時間基準などを適用する

場合があります。

配 賦 基 準 実 際 配 賦 率 N o . 4 0 1 へ の 実 際 配 賦 額

直接作業時間 675,000円
＝ @750円/DLH @750 × 400DLH＝ 300,000円

基準 400DLH＋300DLH＋200DLH

675,000円
生 産 量 基 準 ＝ @2,700円/個 @2,700 × 80個 ＝ 216,000円

80個＋50個＋120個

直接労務費 675,000円
＝ @1.25 @1.25×240,000円＝ 300,000円

基準 240,000円＋180,000円＋120,000円

機械時間 675,000円
＝ @4,500円/MH @4,500 × 60MH ＝ 270,000円

基準 60MH ＋ 40MH ＋ 50MH
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第５章 製造間接費の総括配賦 Ｐ０３

３． 実際配賦と予定配賦の比較

実 際 配 賦 予 定 配 賦

4/1 4/30 5/31 6/30… 3/31 4/1 4/30 5/31 6/30… 3/31
配賦率の

算定時期
毎月末に実績値に基づいて算定 会計年度の期首に予測値に基づいて算定

（配賦率は毎月異なる） （同じ配賦率を毎月適用する）

@ＡＲ @ＢＲ

配賦率の 月 間 の 製 造 間 接 費 実 際 発 生 額 年 間 の 製 造 間 接 費 予 算 額
＝ ＝

算定式 月 間 の 配 賦 基 準 実 際 発 生 数 量 年 間 の 配 賦 基 準 発 生 数 量 の 予 測 値

配賦額の @ＡＲ × @ＢＲ ×

算定式 各指図書の配賦基準実際発生数量 各指図書の配賦基準実際発生数量

Point 予定配賦率は、実際配賦率の短期（１年）平均値の見積もりであるため、実際配賦率

算定式の分子・分母を年間の予測値にすればよい。

例えば、予定配賦率が @700円/DLHと設定されていた場合の計算は次のようになります。

製造指図書 製品Ａ 80個 No.401

製造間接費
直接材料費 @400 × 500 kg

実際発生額 予定配賦額
直接労務費 @600 × 400 DLH

@700 予定配賦
製造間接費 @700 × 400 DLH

675,000円 ×

900DLH

製造指図書 製品Ｂ 50個 No.402
配賦差異 45,000円

直接材料費 @400 × 750 kg

直接労務費 @600 × 300 DLH

製造間接費 @700 × 300 DLH

製造指図書 製品Ｃ 120個 No.403

直接材料費 @400 × 750 kg

直接労務費 @600 × 200 DLH

製造間接費 @700 × 200 DLH

Point 予定配賦率は事前に設定しておいたものであるが、それに乗じる直接作業時間は実績

値である。
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原価差異は、指示に従って、月間の売上原価に賦課

することが多いけど、本来は、会計年度末まで繰り

延べて、売上原価に賦課するのが原則なんだよ。

第５章 製造間接費の総括配賦 Ｐ０４

４． 予定配賦を行った場合の勘定連絡図

材 料 仕掛品（No.401） 製 品
直課

首 直材費 直材費 製品 仕掛品 売上原価

仕入 直労費 No.401 No.401

末 製間費

全量完成 仕掛品 次期繰越

直接工賃金 No.402 No.402
仕掛品（No.402）

当月支払 前月未払
直材費 製品

直労費 直課
直労費

売上原価
製間費

当月未払 製品 月次損益

No.401
引渡し

仕掛品（No.403）

直材費 次期繰越 配賦差異
製造間接費

直労費
予定配賦

間材費 製間費
予定配賦

原則として、

間労費 売上原価へ賦課

配賦差異
間経費

配賦差異

〔参考〕 原価差異の会計処理

原 価 差 異

異常な原価差異 営業外費用又は特別損失へ

正常な原価差異

材料受入価格差異 当年度の材料の払出高と期末有高に配賦する。

２級で主に問われる会計処理

上 記 以 外 の 差 異 原則として、当年度の売上原価に賦課する。

比較的多額の原価差異が生ずる場合、

当年度の売上原価と期末における棚卸資産に配賦する。
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予算線の１次式は、

資料に与えられるわ。

第５章 製造間接費の総括配賦 Ｐ０５

５． 予定配賦率を設定するための準備

５－１ 製造間接費の発生態様

Cost Cost
変動費

（円） （円）
固定費

ex. 燃料費 ex. 減価償却費

操業度 操業度

Cost Cost
準変動費 準固定費

（円） （円）

ex. 電力料 ex. 監督者給料

操業度 操業度

Cost（円）

製造間接費

まあ、総じてこんな感じでいいか？

操業度

工場の活動水準を「操業度」といい、生産量や直接作業時間、機械加工時間などで測定されま

す。工場の操業度が「直接作業時間」で測定されてる問題は、製造間接費の配賦基準も「直接作

業時間基準」が採用されていることになっています。

５－２ 公式法変動予算

製造間接費の発生額を管理したり、予定配賦率を設定するために、工場は「公式法変動予算」

を利用しています。例えば、操業度（直接作業時間）をＸ、製造間接費の予算額をＹとおいて、

Ｙ ＝ 300Ｘ ＋ 4,800,000円と設定されます。

変動製造間接費 固定製造間接費

製造間接費予算 Ｙ ＝ 300Ｘ ＋ 4,800,000 円

操業度の増減によって変動しない。ex. 減価償却費

１直接作業時間ごとに300円ずつ発生する。 ex. 燃料費

Cost（Ｙ）

予算線 Ｙ ＝ 300Ｘ ＋ 4,800,000円

： 各操業度のもとで発生するで

あろう製造間接費として工場

が予測している金額

4,800,000円

操業度（Ｘ）
Ｘ１ Ｘ２
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５つの計算段階は、暗記

して欲しいぐらいなの。

先に分母を設定

するのかぁ

第５章 製造間接費の総括配賦 Ｐ０６

６． 予定配賦の計算手続

予定配賦の計算手続きは、次の５つの計算段階からなります。いつ、どのような手続きが行わ

れるかを一つ一つみていきます。

①

②

③

④

⑤

６－１ 予定配賦率の設定（会計年度期首）

@ＢＲ ＝ ＝ ＝

Cost（円）

年間の製造間接費の予算額

＝ 基準操業度のもとで発生する

であろう製造間接費

@ＢＲ＝ ○ロ /○イ ＝

＝

＝

ここで、Ｐ０５の公式法変動予算

を利用する。

操業度（DLH)
基準操業度

・・・ 年間の配賦基準発生数量の予測値

基準操業度は、「この１年間でどれくらい操業する予定か？」を示すものです。これは、

各製品の予定生産量に予定能率を乗じることによって計算されます。

ここでは、製品Ａ、製品Ｂ、及び製品Ｃの３種類の製品を受注生産しているＦＩＮ製作

所の例をとって、基準操業度の計算方法を示しておきます。

予定能率 年間の予定生産量 年間の予定作業時間

製品Ａ 5DLH/個 × 900個 ＝ DLH

製品Ｂ 6DLH/個 × 650個 ＝ DLH

製品Ｃ 4DLH/個 × 900個 ＝ DLH

DLH ← 基準操業度 分母

実は、分母の基準操業度は、資料に

与えられることがほとんどなんだよ。
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第５章 製造間接費の総括配賦 Ｐ０７

６－２ 予定配賦額の算定（毎月）

予定配賦率を利用して、各製造指図書の製造間接費負担額を計算した場合、その金額を予定配

賦額といいます。

製造指図書 製品Ａ 80個 No.401

製造間接費
直接材料費 @400 × 500 kg

実際発生額 予定配賦額
直接労務費 @600 × 400 DLH

@700 予定配賦
製造間接費 DLH

675,000円 ×

900DLH

製造指図書 製品Ｂ 50個 No.402
配賦差異 45,000円

（不利差異） 直接材料費 @400 × 750 kg

直接労務費 @600 × 300 DLH
各製造指図書への予定配賦額合計

製造間接費 DLH
@700円/MH× 900DLH ＝ 630,000円

製造指図書 製品Ｃ 120個 No.403

直接材料費 @400 × 750 kg

直接労務費 @600 × 200 DLH

製造間接費 DLH

６－３ 実際発生額の集計（毎月末）

Cost（円） ＡＣ

製造間接費の例

補助材料費、工場消耗品費、消耗工具器具備品費、

間接作業賃金、手待賃金、間接工賃金、給料、

従業員賞与手当、退職給与引当金繰入額、福利費、

休業賃金、

減価償却費、機械賃借料、火災保険料、電力料、

棚卸減耗費

操業度（DLH）
ＡＨ

実際操業度 ・・・ 当月中に実際に行った直接作業時間数

予定配賦率が設定できれば、

指図書ごとの原価の集計は

楽勝だなぁ ・・・
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第５章 製造間接費の総括配賦 Ｐ０８

６－４ 配賦差異の把握と分析（毎月末）

各製品に予定配賦された金額と実際に発生した製造間接費は、よほどの偶然がない限り一致し

ないのが通常です。工場では、次期以降の製造間接費の管理や予定配賦率の見直しに役立てるた

めに、不一致の原因を調べることにしています。この際、下のようなシュラッター図と呼ばれる

ものが利用されますが、これは、Ｐ０６の６－１の図を1/12したものとＰ０７の６－３の図を合

成して作成します。

６－１の図の1/12 と ６－３の図を合成

Cost（円）

300

月間の固定製造間接費予算額

ＡＨ 基準操業度

配 賦 差 異 ＝ －

操 業 度 差 異 ＝ －

予 算 差 異 ＝ －

６－５ 配賦差異の会計処理（会計年度末）

配賦差異の会計処理は、すでに学習した材料副費の配賦差異と同様に、会計年度末まで繰り延

べて、原則として売上原価に賦課します。また、材料副費のところでは触れませんでしたが、予

定配賦率の設定が不適切であったなどの理由によって、原価差異の金額が比較的多額に生じた場

合には売上原価と期末仕掛品、期末製品に配賦することになります。

原価差異は、会計年度末まで繰り延べて、

原 則 売上原価に賦課する。

多 額 売上原価と期末仕掛品、期末製品に配賦する。
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第５章 製造間接費の総括配賦 Ｐ０９

設例１

ＦＩＮ製作所では、４月から電子機器の受注生産を行うこととなった。次に掲げる４月の資

料を利用して、原価計算表を作成するとともに、仕掛品勘定、製品勘定の記入を行いなさい。

〔４月の資料〕

1. 製造指図書別着手・完成・引渡記録

製造指図書番号 生産命令量 製造着手日 完成日 引渡日

401 製品Ａ 80個 4/5 4/25 4/28

402 製品Ｂ 50個 4/10 4/30 5/3

403 製品Ｃ 120個 4/15 5/8 5/11

2. 製造指図書別の材料消費量、及び直接作業時間

No.401 No.402 No.403 合 計

直接材料消費量 500kg 750kg 750kg 2,000kg

直 接 作 業 時 間 400時間 300時間 200時間 900時間

3. 直接材料の実際消費価格は 400円/kg、直接工の実際消費賃率は 600円/時間であった。

4. 製造間接費は直接作業時間を基準として各製造指図書に予定配賦しており、予定配賦率

は、以下の公式法変動予算を利用して設定している。

変動費率 @300円/DLH 固定費予算額 4,800,000円

基準操業度 12,000DLH

5. ４月の製造間接費実際発生額は 675,000円であった。

1. 原価計算表

No.401 No.402 No.403 合 計

直接材料費 @400 × 500kg @400 × 750kg @400 × 750kg 800,000円

直接労務費 @600 × 400DLH @600 × 300DLH @600 × 200DLH 540,000

製造間接費 630,000

合 計 720,000円 690,000円 560,000円 1,970,000円

備 考 全量完成・引渡済 全量完成・未引渡 仕掛中

財務諸表 売上原価 製 品 仕掛品

年間の製造間接費予算額 @300 ×12,000DLH ＋ 4,800,000円
予定配賦率 ＝ ＝

基準操業度 12,000DLH
（@ＢＲ）

＝ @700円/DLH

2. 勘定記入

仕掛品 製 品

直接材料費 800,000 製 品 1,410,000 仕掛品 1,410,000 売上原価 720,000

直接労務費 540,000 次期繰越 560,000 次期繰越 690,000

製造間接費 630,000 1,410,000 1,410,000

1,970,000 1,970,000
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第５章 製造間接費の総括配賦 Ｐ１０

設例２

ＦＩＮ製作所では、電子機器の受注生産を行っている。次に掲げる資料を利用して、５月の

原価計算表を作成するとともに、製造間接費勘定、及び仕掛品勘定の記入を行いなさい。

〔資 料〕

1. 製造指図書別の材料消費量、及び直接作業時間

No.403 No.501 No.502 合 計

直接材料消費量 575kg 1,075kg 1,650kg

直 接 作 業 時 間 210時間 460時間 250時間 920時間

顛 末 全量完成引渡済 全量完成未引渡 仕掛中

2. 直接材料の実際消費価格は 420円/kg、直接工の実際消費賃率は 580円/時間であった。

3. 製造間接費は直接作業時間を基準として各製造指図書に予定配賦しており、予定配賦率

は、以下の公式法変動予算を利用して設定している。

変動費率 @300円/DLH 固定費予算額 4,800,000円

基準操業度 12,000DLH

4. ５月の製造間接費実際発生額は 662,400円であった。

1. 原価計算表 （※ No.403の前月繰越 560,000円については、解答用紙に与えられている。）

No.403 No.501 No.502 合 計

前 月 繰 越 ※ 560,000円 560,000円

直接材料費 693,000円

直接労務費 533,600円

製造間接費 644,000円

合 計 828,800円 830,300円 771,500円 2,430,600円

2. 勘定記入

製造間接費 仕掛品

諸 口 662,400 仕掛品 644,000 前期繰越 560,000 製 品 1,659,100

予算差異 13,600 操業度差異 32,000 直接材料費 693,000 次期繰越 771,500

676,000 676,000 直接労務費 533,600

製造間接費 644,000

2,430,600 2,430,600

3. 差異の把握 ＡＣ
配 賦 差 異 ＝ 予定配賦額 － 実際発生額

予算差異 ＝

＝
予 予

操業度差異 ＝ 予定配賦額 － 予算許容額
定 算@300 ＝

@400 配
許 ＝

賦
容 予 算 差 異 ＝ 予算許容額 － 実際発生額額

＝額
操業度差異 ＝

AH 920DLH 基操1,000DLH ← 12,000DLH÷12ヶ月


